
17 大学の社会的責任（USR）に関する事項

　内部監査は各部署の所管する予算が法令および学内の規
程等に準拠しかつ予算計上目的に照応して適正に執行され
ているか否かを点検し、本学の経営管理の適正化とその向
上に資することを目的としている。
◯�定期監査　
　①公的研究費監査
　　 　「科学研究費」をはじめ外部補助金等公的研究費の

適正な執行と不正行為防止の観点から、厳密な実効性
のある監査を行う。又、「公的研究費の適正な管理に
関する規程」第７条に定める不正使用に対する通報窓
口として日常的監査体制をとる。

　②各部署所管予算執行監査
　　 　定期監査計画書を作成し、計画的に各部署所管予算

執行について、規程等との整合性、目的適正執行の適
切な監査を実行する。

◯�臨時監査
　本法人規則に基づく決裁前臨時監査を引き続き実施する
ことによって、契約等に係る適正な事業執行を促進する。

事業評価制度2
＜事業評価の目的＞
　2000年度から導入した事業評価システムは、事業の成果
を検証・評価すると同時に、事業の選択・重点化・再構築

（スクラップ・アンド・ビルド）を目的としており、個々
の事業の妥当性等を検証することにより、その結果を翌年
度以降の予算編成に反映させることで、限られた財源の有
効かつ効果的な配分の実現を目指している。本事業評価に
より各事業担当部署はその目的や評価を意識し緊張感を持
って業務を遂行することができ、事業主体の自律性を促進
することに貢献している。

＜事業評価の時期・対象等＞
　上記事業評価対象基準に従い、年間約300事業を評価対
象としている。2011年度においては、前年度の事業評価で

「評価保留」となった93事業をはじめとして、事業評価を
実施する予定である。

法令遵守の取り組み3
　公共性・社会性を有する大学として、社会的責任を果た
すためにも、教育情報等の公表、公的研究費の適正な管理・
執行、個人情報保護、セクシュアル・ハラスメント等のハ
ラスメントの防止など、今後も法令遵守の取り組みを重視
していく。
◯�総務部法務課の設置
　本法人における法令遵守や内部統制を促進させるため、
専門部署として2011年４月に「総務部法務課（以下「法務
課」）を新設する。法務課には、法律分野において優れた
知識と経験を持つ専門家（法務アドバイザー）を配置し、

法律問題や契約関係等における事務支援を強化し、内部統
制・法令遵守を重視した大学運営に努める。
◯�教育情報の公表
　学校教育法施行規則第172条の２の改正（教育情報の公
表の義務化）が2011年４月１日から施行される。この省令

改正を受け、本学においても情報公表に関する規程を制
定・施行し、教育情報に限らず法人情報（財務情報等）を
含む適切な情報を積極的に公表していく。

個人情報保護の取り組み4
　個人情報の利用が著しく拡大していく社会的背景の中、
企業や大学において個人情報が漏洩する事件・事故が後を
絶たず、学生、保護者、卒業生等、多くの個人情報を有す
る大学として、個人情報の保護は重要な責務であると認識
している。
　本学では、2002年に「個人情報の保護に関する規程」お
よび「個人情報の保護に関する細則」を制定して運用に取
り組んできた。
　また、2005年４月からの個人情報保護法の全面施行に伴
い、「個人情報保護の基本方針」を新たに策定し、大学ホ
ームページで広く公表するとともに、この方針に基づいて、
本学に関わる全ての個人情報の適正取得・適正利用・安全
管理の徹底、および相談窓口の設置等の取り組みを行って
いる。2007年には、万が一個人情報の漏洩が発生した場合
など、危機発生時の危機管理について定めた「危機管理規
程」を制定した。
　2011年度においては、法令遵守・内部統制を所管する「総
務部法務課（以下「法務課」）」を新設し、法務課と関連部
署とが連携をとり、法令違反等を防止する研修方策を検
討・実施していく。具体的な例としては、情報メディアセ
ンター事務部と連携し、学生及び教職員を対象とした情報
セキュリティ、著作物の利用、個人情報等に関して法令違
反を未然に防止するための啓発活動を実施する。

内部監査制度1 内部監査制度1

時　期 対　象

第１回
（６月下旬）

１． 前年度の事業評価で「評価保留」となった事業
２．前年度期中(補正等)に起こった新たな事業
３． 前年度決算にて予決算差異が1,000万円以上、

または執行率が60%以下となった事業
４． 収入科目で予決算差異が1,000万円以上、また

は収入率が60%以下となった事業
５． 補正予算額が当初予算額と比べて40%以上増

加した事業
６． 補正予算額が当初予算額と比べて40%以上減

少した事業
７．特に事業評価を必要とする事業

第２回
（11月上旬）

１．当該年度の新規・大型事業
２．年次計画で進行中の大型事業
３． 部局長会・予決算会等で今後の検討課題とな

った事業




